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図 1 　雇用者数、労働組合員数及び推定組織率の推移（単一労働組合）
出所：厚生労働省『令和元年（ 2019 年）労働組合基礎調査の概況』
第 2 章では労組の社会的な意味、各国との比較も交えた労組の成り立ちと
形態、企業別組合である日本の労組について詳しく、そして、労組の歴史を
みた。労組の社会的な意味として、経営側から見ても労働力の再生産に必
要であり、法的にも有用であることを確認した。次に労組の成り立ちと形態、
企業別組合の仕組みをみることにより、現状の日本の労組においては非正規
労働者が組織化対象となりにくいことを示した。また、労組の歴史を見るこ
とにより、上部団体が、考え、路線の違いによりまとまることができないこと
を示し、このような組織に労働者が積極的に加入する意思を持つかどうか再
考の余地があるかもしれない、ということも示した。
第 3 章では労組の有効性を示した。賃上げ（維持）効果、雇用保障、離
職行動への影響、生産性への寄与についてみてみたが、どれについてもプラ
スの効果があるとの結論を示した。これにより、労組の具体的な有用性を確
認し、組織率の向上を目指す意義を明確にした。
第 4 章では、労組組織率の低下の原因と、労組が組織拡大のために行っ
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ていることを記した。労組組織率の低下の原因は、産業構造の変化、働き
方の多様化、雇用形態の複雑化、生活水準の向上、及び、それらの変化に
労組が対応しなかった、などが挙げられるが、原因は複合的なものと思われ
る。
労組が組織拡大のために行っていることとしては、ナショナルセンターの動
き、産業別労組の動き、個別労組の取り組みを確認した。
第 5 章には結びを記した。ここでは全体の総括と、「労働者教育」、「説得
する」、「教えていく」、「教育を行う」といった論の有効性に疑義があること
を論じた。
労組の推定組織率が 16.7％にまで落ち込んだのは、現状に対する正確な
分析がなされず、また、従来の施策には十分な有効性がないためと思われ
る。とはいえ、産業別労組の事例の中には多少なりとも効果があるように見
えるものもあるため、これらの有効性の検証の必要性を記した。
労組の組織率低下の原因は複合的なものであり、簡単に解明できるもので
はない。問題の解決に至るには、さまざまな方法を研究、検証する必要があ
るが、それは今後の課題としたい。
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